第十八号書式
国債振替決済業態別内訳額報告表
（　　年　　月末現在）
	（日付）                    
日 本 銀 行  御中
                                                         （参加者）




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　        

	振決参加者コード
	
	
	
	




　　　　（単位　百万円＜百万円未満切捨て＞）
	口座
区分
	業態
国債名称等
	金 融 商 品
取 引 業 者
	信 用 金 庫
	信 用 組 合
	農 林 系 統
	個   人
	非居住者・
外国法人
	そ の 他
	合   計

	預り口
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	





（単位　百万円＜百万円未満切捨て＞）
	口座
区分
	業態

国債名称等
	都   銀
	地   銀
	信   託
	地 銀 ２
	信  用
金  庫
	金融商品取引業者
	生 損 保
	個   人
	非居住者・
外国法人
	その他
	合　計

	自己口Ⅱ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	自己口Ⅳ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（備考） １．四半期末現在で作成し、その翌月１５日までに提出する。ただし、該当する国債残高がない場合には、提出しない。
[bookmark: _GoBack]２．個人向け国債以外の振決国債（供託口及び執行等口に記載又は記録がされているものを除く。）を対象とし、その国債の名称ごとの業態別の内訳額及び分離利息振決国債の業態別の内訳額を記入する。ただし、分離適格振決国債（「利付国庫債券（何年）」又は「クライメート・トランジション利付国庫債券（何年）」）の内訳額と分離元本振決国債（「元利分離国庫債券（何年）」若しくは「分離国（何年）」又は「元利分離クライメート・トランジション国庫債券（何年）」若しくは「ＧＸ分離国（何年）」）の内訳額とはそれぞれ別に記入する。
３．「国債名称等」欄には、分離元本振決国債及び分離利息振決国債以外の振決国債の場合にはその国債の名称を記入し、分離元本振決国債の場合には「元利分離国庫債券（何年）」若しくは「分離国（何年）」又は「元利分離クライメート・トランジション国庫債券（何年）」若しくは「ＧＸ分離国（何年）」と、分離利息振決国債の場合には「分離利息振決国債」と記入する。
４．「金融商品取引業者」は、金融商品取引法第２８条第１項に規定する第一種金融商品取引業を行う者に限る。


